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上場会社名  株式会社 Ｓ Ｆ Ｃ Ｇ 上場取引所　東

コード番号 本社所在都道府県　　東京都

（ＵＲＬ　http://www.sfcg-ir.com/jp/）
代表者 役職名 代表取締役社長 氏名 大　島　健　伸

問合せ先責任者  役職名 取締役経営企画部長    氏名 菊　池　　 　渡 ＴＥＬ　　03(3270)4177

中間決算取締役会開催日 中間配当制度の有無 有

中間配当支払開始日 単元株制度採用の有無 有（１単元10株）   

１．１７年１月中間期の業績（平成１６年８月１日～平成１７年１月３１日）            

（１）経営成績 （注）本決算短信中の金額は単位未満を切捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
17年１月中間期 （ ） （ ） （ ）

16年１月中間期 （ ） （ ） （ ）

16年７月期 （ ） （ ） （ ）

百万円 ％ 円 銭
17年１月中間期 （ ）

16年１月中間期 （ ）

16年７月期 （ ）

(注) ①期中平均株式数 17年１月中間期 16年１月中間期 16年７月期

②期中平均株式数は、自己株式を控除しております。

③会計処理の方法の変更・・・・・・・無

④営業収益、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期（前期）増減率

（２）配当状況 

円 銭 円 銭
17年１月中間期 00

16年１月中間期 00

16年７月期 00

(注) 16年７月期配当金の内訳 普通配当　　100円00銭 記念配当　　100円00銭

（３）財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭
17年１月中間期 25

16年１月中間期 24

16年７月期 93

(注) ①期末発行済株式数 17年１月中間期 16年１月中間期 16年７月期

②期末自己株式数 17年１月中間期 16年１月中間期 16年７月期

③期末発行済株式数は、自己株式数を除いて記載しております。

２．１７年７月期の業績予想（平成１６年８月１日～平成１７年７月３１日）   

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭
通期 00 00

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） 780円06銭

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき算出したものであります。実際の業績は今後様々な要因によって

予想数値と異なる結果となる可能性があります。
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中間財務諸表
中間貸借対照表

（単位：百万円）
期　　別

科　　目
（資産の部） ％ ％ ％
Ⅰ 流動資産 ( ） ( ） ( ）
１． 現金及び預金
２． 商業手形
３． 営業貸付金
４． 関係会社短期貸付金
５． 繰延税金資産

６． 預け金

７． その他

貸倒引当金
Ⅱ 固定資産 ( ） ( ） ( ）
１． 有形固定資産 ( ) ( ) ( )
２． 無形固定資産 ( ) ( ) ( )
３． 投資その他の資産 ( ) ( ) ( )
（1）関係会社株式
（2）その他
貸倒引当金

資産合計
（負債の部）
Ⅰ 流動負債 ( ) ( ) ( )
１． 短期借入金
２． 未払法人税等
３． 賞与引当金
４． その他
Ⅱ 固定負債 ( ) ( ) ( )
１． 社債
２． 長期借入金
３． 退職給付引当金
４． その他
負債合計
（資本の部）
Ⅰ 資本金 ( ) ( ) ( )
Ⅱ 資本剰余金 ( ) ( ) ( )
１． 資本準備金
２． 自己株式処分差益
Ⅲ 利益剰余金 ( ) ( ) ( )
１． 利益準備金
２． 任意積立金
３． 中間（当期）未処分利益

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ( ) ( ) ( )
Ⅴ 自己株式 ( ) ( ) ( )
資本合計
負債及び資本合計

16,688 8,851

68,800

△ 0.4
0.0183

1,318

78,969

70,164
1,318

－
19.2 76,818 17.6

65

1,318

6,045

△ 926 △ 1,742

6,699

365,165

△ 0.2
0.0

△ 677

19.4

62,800

78,969

0.0
10,106

18.2

8

65

1,427

3,791

74
428

20,713

4,589

407,396

19

134,439

100.0

10,102

154,942
20,000

4.418,039

3,426

△ 39,682

10,173

6.4
△ 38,869

27,875

2,711

1,980
14,631

46,238
37,610
330,966
9,770

24,669

2,581

16,583

8,456

1,345
1,800
13,438
5,049

100.0

6.3

389,356

3,333

△ 59

13,373
5.5

1,998

100.0

16,121

4.5

3,529

407,396 100.0

2

435,604
56.9

100.0
233,443 53.6

516

79,149
79,035

175,656

△ 0.1

4,768

435,604

23,862
15,624

38.0

43.1

19.4

5.1

3,768

△ 58
17,753

△ 67
365,165

23,315

178,299
20,000

1,207

113,977

－
3,470

114,489
－

6,974

92

78,969

31.4

3

231,740

37.7

21.7

74,224

46.4

62,800

21.6

137,804

216
295

79,149

14,395

当中間会計期間末
（平成17年1月31日現在）

構成比金　　額

前事業年度の要約貸借対照表

金　　額

407,729

304,764

48,689
38,771

（平成16年7月31日現在）
構成比

95.693.6348,581 95.5

前中間会計期間末
（平成16年1月31日現在）
金　　額 構成比

2,742

12,262

△ 38,117

16,341

38,735
297,587

19,030

－

40.9

18.2
79,035
78,969

202,161

79,149
18.2

68
157,714

227,360 62.3
100.0



中間損益計算書
（単位：百万円）

期　　別

科　　目

％ ％ ％

Ⅰ 営業収益 （ ） （ ） （ ）

１． 受取割引料

２． 貸付金利息

３． 手数料収入

４． その他の営業収益

Ⅱ 営業費用 （ ） （ ） （ ）

１． 借入金利息

２． その他の営業費用

営業総利益

Ⅲ 販売費及び一般管理費

営業利益

Ⅳ 営業外収益

Ⅴ 営業外費用

経常利益

Ⅵ 特別利益

Ⅶ 特別損失

税引前中間（当期）純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

中間（当期）純利益

前期繰越利益

中間（当期）未処分利益

販売費及び一般管理費の内訳

人件費
一般経費
貸倒引当金繰入額
（うち貸倒処理額） （ ） （ ） （ ）

331

538

前中間会計期間

7 0.0

163

△ 264

6,833

552

6,045

3,612

2,477

3,923
10,032

2.1

13.7

12.1

6,699

4,381

3,140

6,443

9

28.4

1.1

750.0

0.4

11,243

4,391

0

100.0

至　平成16年７月31日

当中間会計期間

53,412

自　平成15年８月 １日
前事業年度の要約損益計算書

百分比金　　額

自　平成16年８月 １日

百分比
至　平成17年１月31日
金　　額

1,778

6,519

320

25.1

1.2

24,087

8,520

8.6 4,090

18,889 63.0

1,798

100.0

2,578

91.4

29,989

2,175

27,410

25,966 100.0

自　平成15年８月 １日
至　平成16年１月31日
金　　額 百分比

2,107

1,339

1,048

7.2

17,568

1,878

0

27,137

2

674

22,809

67.7

92.8

780

7.7

92.3

35,561

1,043

3,046

49,322

47,241

26.3 8,842 29.5

1230.6

4,858

22

8,943

1,841

26.9

14.3

1.7929

14,353

267

7,628

0.4

0.1

66.6

13,760

1.3668

25.7

4,212

△ 127

3

3,567

3,266

10,432

0.1

△ 0.4 △ 0.1

8,316

2,477

16.2

24.8

△ 1.0

29.8

△ 48

14.0 6,111

7,088

25.613,691

11.4

20,158

10,106

19,0279,645



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

期　　別

項　　目
１． 資産の評価基準 （１）有価証券 （１）有価証券 （１）有価証券
及び評価方法 ① 子会社株式及び関連会社株 ① 子会社株式及び関連会社株 ① 子会社株式及び関連会社株

式 式 式
移動平均法による原価法に 移動平均法による原価法に
よっております。 よっております。

なお、投資事業組合等につい
ては、組合の財産数値に基づ
き、持分相当額を計上してお
ります。

② その他有価証券 ② その他有価証券 ② その他有価証券 
時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの
 　中間決算日の市場価格等  　期末日の市場価格等に基
 　に基づく時価法によってお  　づく時価法によっておりま
 　ります。（評価差額は全部  　す。（評価差額は全部資本
 　資本直入法により処理し、  　直入法により処理し、売却
 　売却原価は移動平均法に  　原価は移動平均法により算
 　より算定しております）  　定しております）
時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの
 　移動平均法による原価法
 　によっております。
（２）デリバティブ （２）デリバティブ （２）デリバティブ
時価法によっております。

２． 固定資産の減価
償却の方法
（1） 有形固定資産 定率法によっております。但し、平

成10年４月１日以後取得した建物
（建物附属設備を除く）について
は、定額法によっております。
なお、耐用年数及び残存価額につ
いては、法人税法と同一の基準に
よっております。

（2） 無形固定資産 自社利用のソフトウェアについて
は、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法によっており
ます。

（3） 長期前払費用 期間経過分を償却しております。
３． 引当金の計上基
準
（1） 貸倒引当金 貸金等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上
しております。

（2） 賞与引当金 従業員に対する賞与支給に充てる 従業員に対する賞与支給に充て
るため、将来の支給見込み額のう るため、将来の支給見込み額のう
ち、当中間会計期間の負担額を計 ち、当期の負担額を計上しており
上しております。 ます。

（3） 退職給付引当 従業員（平成14年７月31日現在の 従業員（平成14年７月31日現在の 従業員（平成14年７月31日現在の
金 退職金支給対象者）の退職給付に 退職金支給対象者）の退職給付に 退職金支給対象者）の退職給付に

備えるため、当中間会計期間末に 備えるため、当中間会計期間末に 備えるため、当期末における退職
おける退職給付債務の見込額（平 おける退職給付債務の見込額を計 給付債務の見込額を計上しており
成14年７月31日現在の自己都合 上しております。 ます。
要支給額の100％）を計上しており
ます。

４． リース取引の処 リース物件の所有権が借主に移
理方法 転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっておりま

す。

前中間会計期間

4

同左

当中間会計期間
自　平成16年８月 １日

同左

同左

同左

同左

同左

同左

同左

前事業年度

同左

同左

自　平成15年８月 １日

同左

同左

至　平成16年７月31日

同左

同左

同左

至　平成16年１月31日
自　平成15年８月 １日

同左

至　平成17年１月31日



期　　別

項　　目
５． ヘッジ会計の方 （１）ヘッジ会計の方法 （１）ヘッジ会計の方法 （１）ヘッジ会計の方法
法 繰延ヘッジ処理によっており

ます。
（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 （２）ヘッジ手段とヘッジ対象 （２）ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段
　金利スワップ取引・金利スワ
　ップション取引
ヘッジ対象
　変動金利建ての借入金
（３）ヘッジ方針 （３）ヘッジ方針 （３）ヘッジ方針
当社の内規に基づき、金利変
動リスクを回避する目的でヘ
ッジを行なっております。
（４）ヘッジ有効性評価の方法 （４）ヘッジ有効性評価の方法 （４）ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段とヘッジ対象につ
いては、キャッシュフローの変
動の累計を比較する方法に
よっております。

６． その他中間財務 （１）営業収益の計上基準 （１）営業収益の計上基準 （１）営業収益の計上基準
諸表（財務諸表） 営業収益のうち、顧客より受
作成のための基 領した割引料及び利息に関し
本となる事項 ては時の経過に応じて収益を

計上しております。
（２）消費税等の会計処理 （２）消費税等の会計処理 （２）消費税等の会計処理
消費税等については、税抜方 消費税等については、税抜方
式によっております。 式によっております。
なお、仮払消費税等及び仮受
消費税等は相殺のうえ、流動
負債の「その他」に含めて表

示しております。

表示方法の変更

（中間貸借対照表） （中間貸借対照表）
関係会社短期貸付金については、資産全体に占める金額的 「預け金」については、前中間会計期間は流動資産「その他」に含
重要性が増したため、当中間会計期間より別掲しております。 めて表示しておりましたが、金額的重要性が増したため、当中間会
なお、前中間会計期間末の関係会社短期貸付金は7,691百万 計期間より別掲しております。なお、前中間会計期間末の「預け

円であります。 金」は8,470百万円であります。

追加情報

（外形標準課税）
「地方税法等の一部を改正する法律」（平成
15年法律第９号）が平成15年３月31日に公
布され、平成16年４月１日以降開始する事
業年度より外形標準課税制度が導入された
ことに伴い、当中間会計期間から「法人事業
税における外形標準課税部分の損益計算
書上の表示についての実務上の取扱い」
（平成16年２月13日　企業会計基準委員会
実務対応報告第12号）に基づき、法人事業
税の付加価値割及び資本割については、販
売費及び一般管理費に計上しております。
この結果、販売費及び一般管理費が188百
万円増加し、営業利益、経常利益及び税引

前中間純利益が同額減少しております。

至　平成16年１月31日

同左

同左

前中間会計期間 当中間会計期間

自　平成15年８月 １日
前中間会計期間

至　平成16年１月31日

至　平成16年１月31日

前連結会計年度

前事業年度

至　平成16年７月31日

同左

同左

同左

同左

自　平成15年８月 １日

自　平成16年８月 １日

自　平成15年８月 １日

自　平成15年８月 １日

当中間会計期間

至　平成17年１月31日

同左

同左

自　平成16年８月 １日

同左

自　平成15年８月 １日
至　平成16年７月31日

当中間会計期間

至　平成17年１月31日

前中間会計期間

至　平成17年１月31日

自　平成16年８月 １日

同左

同左

5



注記事項
（中間貸借対照表関係）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額
百万円 百万円 百万円

※２．担保提供資産 ※２．担保提供資産 ※２．担保提供資産
短期借入金5,249百万円、長期借入金 短期借入金2,404百万円、長期借入金 短期借入金2,000百万円、１年以内返済
105,342百万円の債務に対する担保差 141,469百万円の債務に対する担保差 予定の長期借入金112百万円、長期借
入状況は下記のとおりであります。 入状況は下記のとおりであります。 入金124,611百万円の債務に対する担

保差入状況は下記のとおりであります。

（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）
担保差入資産科目 担保差入資産科目 担保差入資産科目
預金 預金 預金
商業手形 商業手形 商業手形
営業貸付金 営業貸付金 営業貸付金
計 計 計

なお、同時に営業貸付金18,564百万円 なお、営業貸付金27,825百万円につい なお、営業貸付金22,241百万円につい
について、債権譲渡予約契約を締結し て、債権譲渡予約契約を締結しており て、債権譲渡予約契約を締結しており
ております。これに対応する債務は、短 ます。これに対応する債務は、短期借 ます。これに対応する債務は、短期借
期借入金9,592百万円、長期借入金 入金12,185百万円、長期借入金13,297 入金5,400百万円、１年以内返済予定
8,372百万円、合計17,964百万円であり 百万円、合計25,482百万円であります。 の長期借入金6,776百万円、長期借入
ます。 また、営業債権の流動化として商業手 金9,472百万円、合計21,648百万円で
また、営業債権の流動化として商業手 形及び営業貸付金の流動化を行って あります。
形及び不動産担保貸付の流動化を行 おり、いずれも譲渡担保付借入として また、営業債権の流動化として商業手
っており、いずれも譲渡担保付借入とし 会計処理しております。これらの流動 形及び営業貸付金の流動化を行って
て会計処理しております。これらの流動 化による営業債権が商業手形の残高 おり、いずれも譲渡担保付借入として
化より営業債権が商業手形の残高に に23,604百万円、営業貸付金の残高に 会計処理しております。これらの流動
24,477百万円、営業貸付金の残高に 170,909百万円含まれております。さら 化による営業債権が商業手形の残高
8,135百万円含まれております。さらに に、これらの営業債権の流動化に関連 に23,586百万円、営業貸付金の残高に
これらの営業債権の流動化に関連して した「預け金」は16,688百万円であり、 148,706百万円含まれており、当事業
流動資産の「その他」に8,470百万円が また、投資その他の資産「その他」に 年度より上記の担保提供資産に含め
留保されております。 2,180百万円が留保されております。 て表示しております。さらに、これらの

営業債権の流動化に関連した「預け金」
は8,851百万円であり、また、投資その
他の資産「その他」に2,180百万円が留
保されております。

※３． ※３．保証債務 ※３．保証債務
下記の通り債務保証を行っております。 下記の通り債務保証を行っております。
（銀行等借入債務） （銀行等借入債務）
㈱マイダスキャピタル 百万円 ㈱マイダスキャピタル 百万円

※４．期末日満期手形の処理 ※４． ※４．期末日満期手形の処理
当中間会計期間末日は金融機関の休 当事業年度末日は金融機関の休日で
日でしたが、満期日に決済が行われた したが、満期日に決済が行われたもの
ものとして処理しております。当中間会 として処理しております。
計期間末日満期手形は次の通りであり 当事業年度末日満期手形は次の通り
ます。 であります。
商業手形 百万円 商業手形 百万円

（中間損益計算書関係）

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目
受取利息 百万円 受取利息 百万円 受取利息 百万円

※２．減価償却実施額 ※２．減価償却実施額 ※２．減価償却実施額
有形固定資産 百万円 有形固定資産 百万円 有形固定資産 百万円
無形固定資産 百万円 無形固定資産 百万円 無形固定資産 百万円

金額

158,750
133,116

573

25,576

至　平成16年７月31日

161

561

（平成16年１月31日現在）

499

176,512

2,789

当中間会計期間

至　平成17年１月31日
自　平成15年８月 １日

26,853

203,700

1,762

前事業年度

334

181,295

68

前中間会計期間
自　平成15年８月 １日
至　平成16年１月31日

3,625

238

自　平成16年８月 １日

278

26,748
154,307

238

前事業年度末
（平成17年１月31日現在）

89

当中間会計期間末
（平成16年７月31日現在）

676

金額

596

金額

6

295

4,013

前中間会計期間末

57

287



（リース取引関係）

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。

（有価証券関係）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

（単位：百万円）

子会社株式

（１株当たり情報）

１株当たり純資産額 円 １株当たり純資産額 円 １株当たり純資産額 円

１株当たり中間純利益 円 １株当たり中間純利益 円 １株当たり当期純利益 円

潜在株式調整後 潜在株式調整後 潜在株式調整後
１株当たり中間純利益 １株当たり中間純利益 １株当たり当期純利益

　 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純
利益金額については、潜在株式がないた
め、記載しておりません。

（注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり
であります。

中間（当期）純利益
（百万円）
普通株主に帰属しない金額
（百万円）
普通株式に係る中間（当期）
純利益　（百万円）

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益金額
中間（当期）純利益調整額
（百万円）

（

（重要な後発事象）

該当する事項はありません。

至　平成16年１月31日

期中平均株式数　（千株）

（平成16年１月31日現在）

（うち支払利息（税額相当額））

（うち新株予約権付社債）

－

－ －

　－

4,532

（

11,305

180

差額

（平成17年１月31日現在）

）

差額

714

　－

－

11,309

－

4,858

円

時価

当中間会計期間

至　平成16年1月31日 至　平成17年1月31日

（

円

20,465.93

前事業年度

自　平成15年8月 1日

90

前事業年度

）

前事業年度末

取得原価

1,389

3,567

自 平成16年８月 １日

3,060 7,593

至　平成16年７月31日

3,825

20,693.25

時価

－

－

－

7,628

）

3,305

自　平成15年８月 １日

至　平成16年7月31日

11,306

90

差額

669.37 円

時価

4,694

7,628

674.70

前中間会計期間 当中間会計期間

404.04

自　平成16年8月 1日

）

7

普通株式増加数　（千株）

（平成16年７月31日現在）

4,858

－

3,567

429.57

自　平成15年8月 1日

714

（

自　平成15年８月 １日

－

315.58

前中間会計期間末

取得原価

至 平成17年１月31日

20,110.24

取得原価

3,645

当中間会計期間末

１株当たり中間（当期）純利益金額

前中間会計期間



貸出金の状況
（単位：百万円）

期　　別

商　品　別
％ ％ ％

受取割引料

営
貸 商工リボルビングローン

付
不動産担保貸付

業 金

利 その他担保貸付

息
収 小計

受取手数料

益
その他の金融収益

合計

割引商業手形

融
営 商工リボルビングローン

業
資 不動産担保貸付
貸

付 その他担保貸付
残
金
小計

高
合計 100.0

304,764 88.7

11.337,610

1,048

100.0

0

100.0

2

6744.0

0.0

49,970

8

54,653

1,778 3.3

12.5

38,735 38,771

2.2

11.5

2,313

25,966

3,489

244,126

297,587

336,323

1.0

47,241

3,408

0 0.0

53,412

8.3

27,137

2,058

2,175

87.9 90.5

構成比

83.4

0.2

至　平成17年１月31日

当中間会計期間
自　平成16年８月 １日

7.3

343,535100.0

6.9

88.5

0.83,0451.0

89.8

金　　額

330,966

14.9

10.2

4,391

129

構成比

88.5

0.3

構成比

4,450

42,662

8.2

79.9

8.1

0.0

368,576100.0

77

自　平成15年８月 １日

8.9

金　　額

2,107

22,809

75.2

100.0

72.6

14.8

29,989

43,012

74.2 258,342

前事業年度

至　平成16年７月31日

57

78.7

0.3

至　平成16年１月31日
金　　額

自　平成15年８月 １日

25,02020,418

前中間会計期間

273,266


